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代替燃料インフラ導入法令の枠組みで、水素インフラ導入促進を進める
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 水素を対象に含む代替燃料インフラ導入法令を可決。水素インフラの導入促進を加速する
 2020～2022年は小規模水素ST*2と109台のFCV、11台のバス（上限）導入を目指す。
 2023～2025年は、より大規模な水素STと229台のFCV、29台のFC*3バス（上限）導入を目指す

 イタリア政府は水素・燃料電池に限定した戦略・計画等は発表していないが、産学からなる水素燃料電
池協会H2IT*4が、National Plan for Hydrogen Mobility（2016/3）を発表
 一方、経済開発省が代替燃料のための戦略枠組みに水素を反映、発表（2016/1）

定量目標
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（予算詳細）

研究・開発事業
 国は5つのプロジェクトを支援（8,500万€・107億
円）

※イタリアでの事業の多くは、欧州の資金提供を
受け、FCH 2 JUの枠組みで実施。2019年3月時
点では、9,800万€（124億円）/年の資金提供を受
け、140の事業等が実施されている）

水素・燃料電池関連の国で統一した導入目
標・技術目標は設定していない
 一方、H2ITは2020年までに水素STを20か所、

2030年までにFCバスを3,700台導入等の定量
目標を掲げる

出典: UNFCCC、IPHE、H2IT *1: NECP = the National Energy and Climate Plan 欧州統一のNDCを達成するため、欧州各国が提出を義務付けられている計画。ドラフトは2018年末、2019年12月末までに
最終計画を提出する必要がある *2: ST = Station *3: Fuel Cell = Fuel Cell *4: 2005年設立。加盟数は20以上で、日系企業ではトヨタ自動車を含む *5: 2019年3月IPHE更新内容を参照

輸送部門の脱炭素化や再エネ貯蔵に活用
可能
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The National Energy and Climate Plan
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⇒詳細後述



H2ITが掲げる導入シナリオ

＜参考： 定量目標詳細＞

H2ITは、2020～2025年までのFCVやFCバスの詳細な導入目標を掲げる

出典: H2IT (2016) Piano Nazionale di Sviluppo: Mobilita Idrogeno Italia
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H2ITは、National Plan for Hydrogen Mobilityにて、FC車両や水素STの導入シナリオを掲げる
 水素STについて、2020年までは小規模なSTを拡大、2023年以降はより大規模なSTを拡大する戦略
 政府が掲げる定量目標ではないことに注意
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